
 健全化判断比率計算書

１　実質赤字比率

（算式）

（単位：千円）

（説明）
H26年度

①
H27年度

②
増減

(②-①)

一般会計 425,870 509,587 83,717

土地取得
特別会計

0 0 0

計 425,870 509,587 83,717

11,276,223 11,448,180 171,957

980,322 854,650 -125,672

-3.77 -4.45 -0.68

※実質赤字比率が負数の場合、実質収支額が黒字であることを表す。

２　連結実質赤字比率

（算式）

（単位：千円）

（説明）
H26年度

①
H27年度

②
増減

(②-①)

425,870 509,587 83,717

0 0 0

6,119 7,032 913

9,254 3,665 -5,589

865,689 790,666 -75,023

101,814 101,752 -62

1,408,746 1,412,702 3,956

11,276,223 11,448,180 171,957

-12.49 -12.33 0.16

※連結実質赤字比率が負数の場合、連結実質収支額が黒字であることを表す。

標準財政規模

下水道事業会計


計

連結実質赤字額

標準財政規模

国民健康保険特別会計

水道事業会計

後期高齢者医療特別会計

実質赤字比率　 ＝

＝

標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

一般会計等の実質収支額
※一般会計及び特別会計（ただし、地方公共団体の財
政の健全化に関する法律第２条第１号イからハまでに
規定する特別会計を除く。）

標準財政規模

うち臨時財政対策債発行可能額

実質赤字比率（％）

連結実質収支額

一般会計

連結実質赤字比率　

土地取得特別会計

連結実質赤字比率（％）



３　実質公債費比率

（算式）

（説明）

H24年度 H25年度
H26年度

①
H27年度

②
増減

(②-①)

2,406,594 2,293,765 2,154,079 1,960,711 -193,368

793,966 747,882 735,484 722,767 -12,717

486,794 477,369 467,721 429,837 -37,884

1,644,191 1,623,609 1,697,619 1,601,982 -95,637

11,250,726 11,391,447 11,276,223 11,448,180 171,957

11.13383 9.63027 7.56084 6.61838 -0.94246

H26年度

H27年度

４　将来負担比率

（算式）

（単位：千円）

（説明）
H26年度

①
H27年度

②
増減

(②-①)

17,015,443 16,656,762 -358,681

90,247 8,849 -81,398

9,442,879 8,832,644 -610,235

1,548,134 1,686,472 138,338

1,716,823 1,821,226 104,403

0 0 0

0 0 0

0 0 0

29,813,526 29,005,953 -807,573

3,304,204 3,901,302 597,098

都市計画税 6,013,744 5,703,941 -309,803

その他 0 0 0

19,724,520 19,629,757 -94,763

29,042,468 29,235,000 192,532

11,276,223 11,448,180 171,957

1,697,619 1,601,982 -95,637

8.0 -2.3 -10.3

（単位：千円）

7.9

実質公債費比率（％）
（３ヵ年平均）

※小数点第２位以下切捨て

将来負担比率（％）

地方債の現在高

Ａ　将来負担額
設立法人の負債額等負担見込額
（土地開発公社）

退職手当負担見込額

公営企業債等繰入見込額

＝

9.4

実質公債費比率（％）

Ｅ　標準財政規模

Ａ　地方債の元利償還金（繰上償還・借換分を除く。）

Ｄ　算入公債費等の額

Ｃ　標準財政規模

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

計

Ｂ　充当可能財源等

充当可能基金の残高

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

計

Ｂ　地方債の元利償還金に準ずるもの（準元利償還金）

Ｃ　元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

 　 地方債に係る元利償還金（準元利償還金）に要する
Ｄ  経費として普通交付税の算定に用いる基準財政需要
    額に算入された額

将来負担比率　
Ａ－Ｂ

債務負担行為に基づく支出予定額

組合等負担等見込額

実質公債費比率　 ＝

Ｃ－Ｄ

Ｅ－Ｄ

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）


